
施策評価（令和７年度）

 担当課名

 評価確定日

１　施策（目指す姿）のねらい（施策の目的）

２　施策の状況

２－１　成果指標の状況及び定量的評価

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

目標

実績

達成率

　※　指標の判定基準

4 点 × 2 個 ＝ 8 点 1 点 × 0 個 ＝ 0 点

3 点 × 0 個 ＝ 0 点 0 点 × 0 個 ＝ 0 点

2 点 × 1 個 ＝ 2 点

合計 10 点 ÷ 3 ＝

　※　成果指標において実績値が未判明となった指標がある場合には、それを除いて平均点を算出する。

２－３　主な取組状況とその成果

　【施策の方向性①　デジタル・ガバメントの推進】

・

・

・

　【施策の方向性②　県・市町村間の協働の推進】

・

・

・

（様式２）

施策評価調書

 戦略４　未来創造・地域社会戦略

 目指す姿６　行政サービスの向上

 幹事部局名 企画振興部 デジタル政策推進課

①
【施策の方向性①】

行政手続の電子化率（％）

70.0

 評価者 企画振興部長 令和７年７月31日

　人口減少下においても充実した行政サービスを提供できる効率的な行政運営の実現を目指します。

施策の方向性、指標名（単位） 年度
2019
(Ｒ元)

2020
(Ｒ２)

2022
(Ｒ４)

2023
(Ｒ５)

80.0 90.0 100.0

89.9% 2

2024
(Ｒ６)

2025
(Ｒ７)

直近の
達成率

配点 備考

出典：県調べ 100.6% 97.6% 89.9%

－ － 70.4 78.1 80.9

137.7% 461 87 187 223 241②

【施策の方向性①】

オープンデータ化した県有データ
数（累積）（件）

125 150

出典：県調べ 149.6% 148.7% 137.7%

175 200

106.9% 411 16 24 29 31③

【施策の方向性②】
生活排水処理施設を廃止し流域下水道に接続
する処理区数（累積）（処理区）

22 27

出典：県調べ 109.1% 107.4% 106.9%

29 29

　※　定量的評価の判定基準
　　　　ａ相当：平均点が3.6点以上　　ｂ相当：平均点が3.2点以上3.6点未満　　ｃ相当：平均点が2.8点以上3.2点未満
　　　　ｄ相当：平均点が2.4点以上2.8点未満　　ｅ相当：平均点が2.4点未満

申請・届出手続きのオンライン化に必要な作業を軽減する新たな電子申請システムを導入すること等によりオンラ
イン化された手続きを68件増やし、県民の利便性の向上につなげた。

令和５年度に構築した「庁内データラボ環境」を活用するとともに、より高度な分析スキル蓄積を目指した実践的
な研修カリキュラムを導入して77名に受講させ、オープンデータ化を推進した。

外出先でも利用できるビジネスチャットツールを全庁で導入したほか、テレワークの本格実施に備えてテレワーク
用のモバイル端末を各部局主管課や地域振興局等に配布し、職員の多様な働き方を推進した。

秋田県・市町村協働政策会議を開催（２回）し、女性・若者の県内定着・回帰に向けた取組や災害廃棄物の円滑な
処理に向けた連携強化について合意したほか、行政サービスの提供のあり方に係る検討状況やツキノワグマ対策等
について迅速な情報共有を図り、県・市町村の効果的な連携を実現した。

農業集落排水２処理区を県流域下水道に接続し、県・市町村の事業効率化及び維持管理費の削減を図った。

　　　　4点：　達成率≧100％　　3点：　100％＞達成率≧90％　　2点：　90％＞達成率≧80％
　　　　1点：　80％＞達成率≧70％　　0点：　70％＞達成率　　　 n：　実績値が未判明

定量的評価結果 計算式

3.33
（ ｂ 相当）

個（判明済み指標） 3.33

県南地区（４市２町）の汚泥を集約処理・資源化する広域汚泥資源化施設が、令和７年４月に完成し、供用を開始
した。広域化・共同化により県・市町村の維持管理費の削減につなげた。
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３　総合評価と評価理由

４　県民意識調査の結果

　肯定的意見

　ふつう

　否定的意見

　わからない・無回答

　※端数処理の関係で満足度の割合の合計は100％にならないものもある。

５　主な課題と今後の対応方針
施策の
方向性

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

６　政策評価委員会の意見

質問文 デジタル化の推進等により充実した行政サービスが提供されている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度
　満足度

2023
（Ｒ５）

2024
（Ｒ６）

2025
（Ｒ７）

2026
（Ｒ８）

前年度比

総合評価 評価理由

ｂ
　成果指標の達成率を基にした定量的評価は3.33で「ｂ相当」であることから、総合評価は「ｂ」と
する。

【定性的評価として考慮した点】

・

+1.8

　十分 （５点） 0.9% 0.7%

（３点） 44.3% 39.4% 43.1% +3.7

1.6% +0.9

29.5% 37.7% 31.3% △6.4

　やや不十分 （２点） 18.0% 22.7% 19.7% △3.0

　おおむね十分 （４点） 9.3% 8.4% 9.3% +0.9

　不十分 （１点） 11.5% 15.0% 11.6% △3.4

16.1% 13.8% 14.7% +0.9

　平均点 2.64 2.50 2.64

② 行政コスト削減に不可欠な県と市町村、市町村間の
協働・連携による新たな取組の創出が難しくなって
きている。

秋田県・市町村協働政策会議や市町村訪問等を通じて、協
働・連携による取組の掘り起こしを行うとともに、費用対効
果や先進事例、市町村ニーズ等を踏まえ、新たな取組を継続
的に模索していく。

県内における生産年齢人口の著しい減少に伴い、生
活排水処理事業の運営において、自治体・民間とも
に担い手不足が懸念される。

県と市町村で構成される生活排水処理事業連絡会を活用し、
更なる包括委託の導入や汚泥処理の広域化・共同化、ＤＸの
可能性等を検討し、県全体の生産性向上（効率化）の推進を
図る。

自己評価「ｂ」をもって妥当とする。

+0.14

課題 今後の対応方針

① オープンデータ化した県有データ数は目標を上回っ
たものの、二次利用可能なデータが少ない。

データ分析能力向上研修を通じオープンデータの有用性を啓
発するとともに、データ作成時のノウハウを提供すること
で、二次利用可能なオープンデータの拡充につなげていく。

オンライン申請の活用に消極的な、デジタルが苦手
な方や、デジタル化により不便を感じている方等が
いる。

デジタル活用に消極的な方等がオンライン申請を活用しやす
くなるよう、利便性の周知や操作性の向上を図る。

満
足
度

10.2% 9.1% 10.9%
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